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はしがき
21世紀を迎えて
20世紀は、社会主義と資本主義をめぐるイデオロギーの対立が世界を支配していた時代
でありました。しかし、21世紀を迎え、もはや、イデオロギーは世界戦略の対立軸ではな
くなりました。21世紀においては、我が国も、外に向けては国の対外政策の再構築を迫ら
れ、内にあっては立法・行政・司法の諸改革、並びに情報技術（IT）革命を基盤とした産業
構造の再編、それに伴う日本的雇用状況の見直し・新時代に向けての人材養成、が緊急課題
とされております。
このような国際・国内の変化は、各種の国際条約の批准や日本国憲法の改正の契機となっ
ており、また、国内法の大規模な改正と新たな法律の制定をもたらしております。法律は、
国際関係における利害対立の激化と国内の様々な利益対立とを調整する「基準＝ルール」と
して、また事前の正義・事後のチェック機能として、ますます重要な役割を果たすようになっ
ています。「法の支配」の理念と法律の重要性を理解する人々は、日に日に増加しております。

☆

本書は、21世紀における「法の支配」の重要性に想いを致し、法律を学ぶ多くの人々の
要望に応える目的をもって、企画・制作されております。21世紀を迎え、我が国はますま
す高度知識情報社会・知価社会へと向かっています。国の権力機構のなかにおいても、民間
企業・社会・文化・学術の各分野においても、専門的な知識・技能を体得した実務専門家が
大量に必要となります。この実務専門家のなかで、特に、法律の実務専門職こそ、我が国に
おいて大規模に緊急養成・配備される必要があります。かかる国家・国民的要請に即応すべ
く、本書「C-Book」を刊行するものであります。
「C-Book」は立法論に主眼を置いた書物ではなく、現行法の解釈論を主眼とした内容に
なっております。予備試験・司法試験・司法書士試験・公務員試験等、多くの法律系資格
の試験において問われるのは、現行憲法及び主要法律の有権的解釈の有様と法解釈の技術
（リーガルマインド）であるからです。しかし、実務法律職の人々にとっては、現行憲法を
前提とした現行法の解釈に重点を置いた書籍だけでは物足りず、憲法改正・現行法の改正、
そして新規の法律の制定に着目した書籍こそ必要であります。そこで、私たちは、読者の方
が現行法の改正・新たな立法へ進んでいくこともできるように、本書を編集しています。読
者の皆様には、このような現行法の解釈とリーガルマインドを体得した後、自らの人格や哲
学・世界観を賭けて立法論・改正論の書籍に進まれることを切に希望致します。

☆

しかしながら、国会が制定する法律はいずれも、１条から順に規範文章が書かれており、
その全体構造・体系を網羅的かつ明晰に把握かつ理解することは、初心者にとって容易なら
ざることと言わざるを得ません。法の役割は、多くの人々の複雑な利害を調整するものであ
りますから、LECは１人でも多くの国民が法の解釈に親しみ、法律に基づいて自らの行動
を律する生活態度を築くことができることを念願しております。LECは、30年の受験指導
の実践における蓄積の過程において、多くの法律概説書の論述とは異なる「LEC独自の思
考システム」を開発し、公表してきました。本書は、各種国家資格の受験テキストとして、
また現在の法科大学院のテキストとして使用できるものであり、読者の皆様がLECのテキ
ストで学ぶことにより、効率的・論理的・実践的に現行法の解釈を体得できるよう心がけて
おります。



☆

第３版は、重大犯罪についての公訴時効制度の廃止、電磁的記録に係る記録媒体に関する
証拠収集手続の整備等、近時の法改正に対応させた上、最新判例を追加しました。さらに、
全ての法科大学院で共通して履修すべき「コア・カリキュラム」の第２次案が2012年３月
に発表されたことをうけて、本書との対照表を作成し、本文のサイドコメントにも各項目を
掲載いたしました。

☆

2011年から、「予備試験」が始まりました。時間やお金が障害になっている方、学生、社
会人にとって、予備試験こそ公平・平等・機会均等の試験です。「予備試験」が開始された
ことによって、等しく法曹への道が拓けました。大学生にとっても、１年次から予備試験に
挑戦する人がますます増加することでしょう。
予備試験は、司法試験の受験資格を得るための試験なので、法科大学院修了レベルを試す
試験内容とされています。本書はそのため、法科大学院において学習する刑事訴訟法の範囲
を網羅しておりますので、予備試験の受験対策用として活用することができます。
刑事系科目の勉強において、手続法である刑事訴訟法を勉強することにより実体法である
刑法の理解が容易になります。手続を通じて認められる事実が、裁判における真実となりま
す。実体法で認められることと、訴訟を通じて認められる真実は同じではありません。すな
わち、手続を通じて真実は明らかになるのです。このように手続法から実体法をみることが
必要です。
本書を利用することによって、一人でも多くの法曹志望者が、所期の目的を達成されるこ
とを祈念いたします。

2012月9月吉日

LEC総合研究所　司法試験部
編著者代表　　　反町　勝夫

（なお、このC-Bookシリーズは、国家試験という毎年変動する対象に焦点を絞った実践の
体系書です。それゆえ、これまでの多くの専門家・実務家・講師・スタッフの協力・支援の
もとに成り立っています。この積年の蓄積なくして、実務書籍が、難関の国家試験という教
育実践に役立つものとして完成するものではありません。これまで弊社で精力を注進された
多くの先輩・同輩に対して、ここで感謝の言葉を述べさせていただきます。）



本書をお使いいただくにあたって

一　本書の効果的活用法
本書は、刑事訴訟法における全分野を網羅しています。それゆえ、本書を完璧にマス

ターすれば、刑事訴訟法においては合格ラインをはるかに超える実力が備わるといえるで
しょう。ただ、メリハリづけをせず漫然と読んでみても、本書を完璧にマスターすることは
困難と思われます。そこで、本書では読者の学習レベルにあわせて適切な学習方法を行っ
てもらうべく、単元や図表のメリハリづけを行っています。初学者の方は、最初の段階で
はＢにあまりこだわらず、ＡＡやＡの情報について正確におさえるよう心がけて下さい。

１　単元のランク
ＡＡ：試験で問われる可能性が非常に高く、かつ、きわめて重要度の高い必修単元である。
　Ａ：試験で問われる可能性が比較的高く、かつ、重要な単元である。
　Ｂ：�試験で問われる可能性は低く、択一試験対策として一応おさえておきたい単元で

ある。

２　図表のランク
ＡＡ：試験対策のため、理解しておかなければならない非常に重要度の高い図表である。
　Ａ：試験対策のため、重要な図表である。
　Ｂ：参考程度にみておけば足りるものである。

二　本書の構成

１　章・節・目次
章や節の目次を冒頭に示しています。これにより、今後学ぶ章や節の構成を大まかにイ

メージし、全体像を把握することが可能となります。

２　「学習の指針」
学習の指針では、その節で学習する内容の概観や、各単元の体系的な位置付けを示し、
学習の方向付けをしています。また、試験での出題可能性の観点から、まずおさえておく
べき知識とある程度学習が進んだ段階でおさえるべき知識との区別を示し、メリハリのき
いた学習ができるようにしています。

３　「問題の所在」、「考え方のすじ道」、「アドヴァンス」、「論証カード」
司法試験において、難関とされているのが論文式試験です。そこで、本書では、論点を
具体的に捉え、的確な論証をすることができるように、「問題の所在」、「考え方のすじ道」
を設けています。この「問題の所在」と「考え方のすじ道」を徹底的に理解して、論理の
流れを明快に理解することが、合格への確実な一歩となるでしょう。また、より詳しく論
点についての争いを知ることができるように「アドヴァンス」において徹底的に論点の解
説をしています。さらに、直前期に一気に論点を見直すことを可能とするため、巻末に判
例・通説でまとめた短文の「論証カード」を用意しました。

４　「条文一口メモ」、「One Point」、「刑訴 Method」
刑事訴訟法は、条文の引用が複雑であるうえ、憲法や刑事訴訟規則等とも密接な関係が

ある法律です。そこで、条文を意識した学習を可能とするため、「条文一口メモ」をつけま
した。また、「One�Point」として、応用的な事項・発展的な事項を説明しています。これ
は主に中・上級者向けですので、初学者の方は読みとばしてもよいでしょう。さらに、受
験生一般が理解しにくい論点・概念を、「刑訴Method」というコーナーで分りやすく説明
しました。



５　「判例ランク」、判例の「問題点・要約」、「判例ナビ」
刑事訴訟法では、他の科目と比べて特に判例が重要です。そこで、判例の重要度に応じ

てメリハリをつけた判例学習ができるよう、掲載した判例のランク分けをしました。さら
に、重要な判例については、ポイントだけを簡潔にまとめた判例の「問題点・要約」をつけ、
直前期に判例を一気に見直すことを可能にしました。さらに、各判例の位置付けを理解す
るために、「判例ナビ」も設けました。

６　「弁護人の独り言」、「検事の独り言」
手続法である刑事訴訟法をマスターするためには、現実の刑事手続の流れを具体的に把
握することが必要です。そこで、本書では、実際に刑事裁判に携わり、第一線で活躍され
る弁護士と検察官の方に伺ったお話をコラムとして掲載しました。刑事手続の把握に役立
てて下さい。
なお、「検事の独り言」については、元東京地検特捜部副部長、最高検検事でいらっ

しゃった方に伺ったお話をもとに編集しています。
また、「弁護人の独り言」は、刑事弁護に打ち込む、新進気鋭の人権派弁護士の方にお
話を伺っています。

７　制度のまとめ講座
横断的な知識を整理するために、制度のまとめ講座として、問題・答案構成を掲載して

います。

８　論文式・短答式過去問
章末に適宜、旧司法試験論文式試験過去問と司法試験短答式試験過去問を掲載しまし

た。その章で学習した知識を総動員してこれらの問題にチャレンジしてみて下さい。

９　「ここが変わった」
第２版から第３版に改訂するにあたって、大幅な加筆・修正を加えた箇所には、側注に

「ここが変わった」マークを付けています。これにより、第２版をお使いいただいていた方
も、「ここが変わった」マークのところをお読みになれば、重要な改訂箇所を確認すること
ができるようになっています。

本書に関する最新情報は、『LEC司法試験サイト』
（http://www.lec-jp.com/shihou/cbook/）にてご案内いたします。

C-Bookの「C」って何？
いわゆる基本六法といわれる、憲法（Constitution）・民法（Civil Law）・刑法

（Criminal Law）・商法（Commercial Law）・民事訴訟法（Civil Procedure）・刑事
訴訟法（Criminal Procedure）の意外な共通点をご存じですか。

ご覧のとおり、英語に訳すとすべて「C」が頭文字になっています。つまり、
C-Book の「C」には、六法のすべてが凝縮されているのです。

しかも、C-Book は、六法の知識を、完璧（Complete）、かつ簡潔（Compact）
に集約し、そして創造的（Creative）に表現しています。

だからこそ C-Book は、みなさんに、法律をわかりやすくお伝えできるというわ
けなのです。
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● 4　捜査の実行

　　↓なお
差押えの執行自体について、捜査官に専門的知識・技能がないときに

は、専門家たる補助者を依頼して現場に立ち入らせることも「必要な処
分」として許される

３　被処分者ないしその他の関係者に対する協力の強制の可否
事件の関係者の協力がなければ、どのような情報処理システムなのか、

また、どの電磁的記録媒体にどのような内容の電磁的記録が記録・保存
されているのか判明しないことがある。そして、このような場合には、被
処分者ないしその他の関係者の協力が必要である。
しかし、現行法では協力義務を定めた規定が存しないことから、協力
を強制することはできず、任意の協力を求めるしかないと考えられる。
そして、協力を得られないときは、①電磁的記録を包括的に差し押える、
②「必要な処分」として専門家たる補助者に依頼して現場に立ち入らせ
る等の措置をとることになる。

４　 「情報処理の高度化等に対処するための刑法等の一部を改正する法
律」（平成23年法律74号）
⑴�　2011年の改正により、刑法でコンピュータウイルスの作成などにつ
いての犯罪化がなされた。これにともない刑事訴訟法においても、コ
ンピュータによる情報処理の高度化にともなういわゆるハイテク犯罪
に対処するための電磁的記録物に関する新たな捜索手続きが創設され
た。
⑵�　電磁的記録物の差押えの執行方法
　�　電磁的記録物には大量のデータが記録されている場合が多く、その
差押えによって第三者の関係のないデータが差し押さえられる可能性
などがある。そこで、電磁的記録物に対する令状が発付されている場
合に、特定の情報のみを収集するという差押えの執行方法が認められ
た。つまり、本来の差押えの代替処分である。
　�　具体的には、差し押さえるべき物が電磁的記録にかかる記録媒体で
あるときは、差押状の執行をする者は、その差押えに代えて、①差し
押さえるべき記録媒体に記録された電磁的記録を他の記録媒体に複写
し、もしくは、②差押えを受ける者に差し押さえるべき記録媒体に記
録された電磁的記録を他の記録媒体に複写させ、印刷させ、または移
転させたうえ、当該他の記録媒体に複写させ、印刷させ、または移転
させたうえ、当該他の記録媒体を差し押さえることができる。公判廷
で差押えをする場合も同様である（110条の２、222条１項）。
⑶�　記録命令付差押え
　�　たとえば、通信事業者の下に大量の記録媒体があり、差押え対象と
なる記録媒体の所在も不明な場合であるとか、電磁的記録が複数の記
録媒体に分かれて保管されている場合であって、差押えの実施などが
困難な場合がある。また、当該通信事業者としても捜査に協力するに
しても、令状もなく情報の出力する要請には応じられないという事情
がある場合もある。
　�　そこで、このような場合について、一定の電磁的記録をシステムの

▲ �田口・110頁～ 118頁
池田＝前田・180頁～
188頁
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● 3-3　被告人の取調べ

１９７条 【捜査に必要な取調べ】　

１項　 捜査については、その目的を達するため必要な取調をするこ
とができる。但し、強制の処分は、この法律に特別の定のあ
る場合でなければ、これをすることができない。

２項～５項　略

１９８条 【被疑者の出頭要求・取調べ】　

１項　 検察官、検察事務官又は司法警察職員は、犯罪の捜査をする
について必要があるときは、被疑者の出頭を求め、これを取
り調べることができる。但し、被疑者は、逮捕又は勾留され
ている場合を除いては、出頭を拒み、又は出頭後、何時でも
退去することができる。

２項～５項　略

目　次

一　はじめに
二　被告人に対する取調べの可否
三　被告人に対する余罪取調べ

学習の指針

被告人に対する取調べ（二）は、被疑者の取調べと異なり、被告人

が刑事訴訟の一方当事者たる地位にあるため、当事者主義や公判中心

主義との関係が新たに問題となります。また、被告人に対する余罪取

調べ（三）は、余罪についての身柄拘束の有無で場合分けが必要であり、

混乱しがちです。

まずは、被告人に対する取調べ、余罪取調べの各論点をマスターし、

そのうえで被疑者の場合と比較・整理してみるとよいでしょう。

一　はじめに
捜査は、起訴後においても、公訴維持のため行われる場合がある。ただ、
起訴後は公判中心主義の要請があり、また、被告人は純粋に当事者たる地
位に立つので、これらの原則との調和が必要である。
この起訴後の捜査については、任意捜査であれば許されてよいといえ
る。もっとも、被告人の取調べができるかについては別途検討を要する。
なお、起訴後の捜査一般については、後にまとめて説明する。　
⇒369p以下

3-3   被告人の取調べ

条文一口メモ

1 起訴後に捜査機関
が勾留中の被告人を取
り調べることができる
かは、身柄拘束下の被
疑者取調べの法的性格
が影響する。
2 被疑者取調べを任
意処分とすれば、197
条１項本文により、被
告人取調べも認められ
やすくなる。
3 被疑者取調べを強
制処分と解すれば、取
調べは198条１項によ
り「被疑者」について
のみ認められ、被告人
取調べは認められにく
くなる。

【旧司昭和34年度第１問】
【旧司昭和56年度第１問】
【旧司昭和60年度第１問】
【旧司平成３年度第１問】

▲田口・152頁
田宮・158頁
光藤Ⅰ・99頁

被告人に対する取調べの可否
被告人に対する余罪取調べ

学習の指針

被告人に対する取調べ（二）は、被疑者の取調べと異なり、被告人

が刑事訴訟の一方当事者たる地位にあるため、当事者主義や公判中心

主義との関係が新たに問題となります。また、被告人に対する余罪取

調べ（三）は、余罪についての身柄拘束の有無で場合分けが必要であり、

かは、身柄拘束下の被
疑者取調べの法的性格
が影響する。
2 被疑者取調べを任
意処分とすれば、197
条１項本文により、被
告人取調べも認められ
やすくなる。
3 被疑者取調べを強
制処分と解すれば、取
調べは198条１項によ
り「被疑者」について
のみ認められ、被告人
取調べは認められにく
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● 3-2　任意捜査の規制

始した時点以降の留置時間を問題とするとしても、それらは、
なお許容される時間的限度内にあったものというべきである。｣

二　任意の取調べ

１　意義
任意の取調べとは、任意の出頭（任意同行でも同様）を求めて行う取
調べ、すなわち、身柄を拘束されていない被疑者の取調べをいう。

２　任意取調べの許容限度

任意の取調べについては明らかに取調受忍義務はないので、その許容限度は「取
調べに応ずる限りで」ということになる。ただ、実際には時間をかけて徹底的に、
執拗に行われがちである。そこで、どの程度であれば許容されるか問題となる。
たとえば、殺人事件の被疑者を４夜にわたり捜査官の手配した宿泊施設に泊め

て、前後５日間にわたり、連日長時間の取調べをしたという場合、強制処分にあ
たらないとしても、任意の取調べとして許容限度を超えていないかという形で争
われる。

迅速な捜査による証拠収集のためには、取調べを集中して行う必要がある場合も
ある

↓しかし
任意取調べは、任意捜査であるので、比例原則（憲法31、法197Ⅰ本文）が妥
当

↓そこで
任意の取調べは、事案の性質、被疑者に対する容疑の程度、被疑者の態度等諸
般の事情を勘案して、社会通念上相当と認められる方法ないし態様及び限度に
おいて、許容されるものと解すべき

↓あてはめ
確かに、容疑事実が重大で、容疑の程度も濃い
→速やかに詳細な事情及び弁解を聴取し、事案の真相に迫る必要性

↓しかし
４夜にわたり捜査官の手配した宿泊施設に泊めて、前後５日間にわたり、連日長
時間の取調べ
→自由な意思決定は困難で任意捜査としてその手段・方法が著しく不当で許容限
度を超える
↓よって

本件取調べは違法

　高輪グリーン・マンション殺人事件（最決昭59.2.29／百選〔7〕）
事案：　昭和52年6月7日早朝、殺人事件を被疑事実として被告人を

任意同行後、取り調べ始めた。同日午後10時ごろ被告人は犯行
を認め一応の取調べを終えた。しかし、被告人からどこかに泊
めてもらいたい旨の申出（答申書）があったので、近くの宿泊
施設に捜査官4、5名とともに宿泊させ、1名の捜査官は被告人
の隣室に泊まり込むなどして被告人の動静を監視した。8日朝、

ONE POINT

司法警察活動としての
任意同行と行政警察活
動としての任意同行に
おける違法判断の中身
は基本的に異なりませ
ん。ただ、後者の場合、
警職法はその制度目的
に即して２条２項にお
いて要件を限定した同
行を認めており、また、
実際上予防目的等の任
意同行については、緊
急性が要求される事態
が少なくありません。
それゆえ、刑事訴訟法
上の任意同行の適法
性判断は警職法上のそ
れに比べてより厳しい
内容のものになると指
摘されています（三井
⑴・85頁）。

▲田口・120頁
田宮・68頁
光藤Ⅰ・23頁
三井⑴・125頁
基本論点・26頁
植村・新実例刑訴Ⅰ・65頁
浅田・百選［六版］・16頁
多田・百選［六版］・18頁

○任意出頭・同行後の取
調べの限界（判例・主
要な学説）

A

▲堀江・百選・16頁
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● 4　捜査の実行

勾留は、逮捕･勾留手続を自白獲得の手段視する点において刑
事訴訟法の精神に悖るものであり、…また別件による逮捕・勾
留期間満了後に改めて本件によって逮捕・勾留することが予め
見込まれている点において、公訴提起前の身柄拘束につき細心
の注意を払い、厳しい時間的制約を定めた刑事訴訟法203条以
下の規定を潜脱する違法･不当な捜査方法であるのみならず、
別件による逮捕・勾留が専ら本件の捜査に向けられているにも
かかわらず、逮捕状あるいは勾留状の請求を受けた裁判官は、
別件が法定の要件を具備する限り、本件についてはなんらの司
法的な事前審査をなし得ないまま令状を発付することになり、
従つて、当該被疑者は本件につき実質的には裁判官が発しかつ
逮捕・勾留の理由となつている犯罪事実を明示する令状による
ことなく身柄を拘束されるに至るものと言うべく、結局、かか
る別件逮捕・勾留は令状主義の原則を定める憲法33条並びに国
民の拘禁に関する基本的人権の保障を定める憲法34条に違反す
るものであると言わなければならない。」

　旭川土木作業員殺し事件（旭川地決昭48.2.3）
事案：　Ｃに対する殺人未遂被疑事件で逮捕・勾留中の被疑者に対して、

Ａの殺害事件について取調べが行われたという事案。
決旨：　そもそもある被疑事実（甲事実）について逮捕・勾留中の被

疑者を当該逮捕・勾留の基礎となった被疑事実以外の事実（乙
事実）について取り調べることは、必ずしも法がこれを一律に
禁じているところとは解せられないから、甲事実について逮捕・
勾留の理由・必要が存在する場合には、甲事実について逮捕・
勾留中の被疑者に対しこの事実の取調べと併行して乙事実につ
いて取調べを行うことはそれ自体としては何ら違法な捜査方法
と目されるべきものではない。その意味では、本件の場合、前
記Ｃに対する殺人未遂事件で逮捕・勾留中の被告人に対して、
捜査官が右事実についての取調べと併行して前記Ａの殺害事件
についても取調べを行おうとしたこと自体は、直ちに違法とす
ることはできないと言うべきであろう。
しかしながら、ひとたびある被疑事実で身柄が拘束されれば、
その後はどのような犯罪事実の捜査にもこの身柄拘束状態を利
用してよいというものではなく、とくに、甲事実についての逮
捕・勾留を利用して、被疑者に対して、未だ適法に令状の発付
を求めて身柄を拘束するに足りるだけの証拠資料を収集し得て
いない乙事実についても実質的にみて乙事実自体について逮捕・
勾留がなされているのと同様な取調べを行い、その乙事実につ
いての自白を獲得しようとするがごとき捜査方法は、被疑者の
身柄拘束について各事件ごとの厳格な司法審査を要求している
法の趣旨を著しく逸脱するものであり、許されないといわなけ
ればならない。

　狭山事件（最決昭52.8.9）
事案：　Ｘは恐喝未遂の事実等（別件）で逮捕・勾留、起訴された。

Ｘは右被告事件の勾留につき保釈を許可されたが、その前日、
Ｘは強盗強姦殺人・死体遺棄の事実（本件）について逮捕・勾

判例ナビ
本判決は、被上告人の行
動に組織的背景が存する
ことを、逮捕の必要性を
判断する独自の要素とし
ています。この点につい
ては、組織にかかわって
被疑者となれば、何時で
も逮捕の必要があること
になりかねず、結社の自
由（憲21Ⅰ）の保障の趣
旨から疑問である、との
批判があります。

A

▲教材・77頁

問　題　点
別件逮捕・勾留の適法
性。

要　約
甲事実について逮捕･
勾留中の被疑者に対
し、余罪たる乙事実に
ついて取り調べること
は当然に違法となるも
のではない。
　　　↓しかし
甲事実についての逮
捕・勾留を利用し、証
拠の揃わない乙事実に
ついての取調べを目的
として逮捕・勾留する
ことは、司法審査を経
ず違法。

A

▲教材・104頁

問　題　点
別件逮捕・勾留の適法
性。

要　約
別件と本件に関連性が
ある場合、本件につい
て取り調べても、別件
についての取調べとい
える。
　　　↓それゆえ
専ら証拠の揃わない本
件について取り調べる
目的で、証拠の揃った
別件で逮捕・勾留する
ものとはいえない。

ンピュータによる情報処理の高度化にともなういわゆるハイテク犯罪

田口・110頁～ 118頁
池田＝前田・180頁～
188頁

ONE POINT

司法警察活動としての
任意同行と行政警察活
動としての任意同行に
おける違法判断の中身
は基本的に異なりませ
ん。ただ、後者の場合、
警職法はその制度目的
に即して２条２項にお

任意の取調べについては明らかに取調受忍義務はないので、その許容限度は
ということになる。ただ、実際には時間をかけて徹底的に、

執拗に行われがちである。そこで、どの程度であれば許容されるか問題となる。
たとえば、殺人事件の被疑者を４夜にわたり捜査官の手配した宿泊施設に泊め

て、前後５日間にわたり、連日長時間の取調べをしたという場合、強制処分にあ
たらないとしても、任意の取調べとして許容限度を超えていないかという形で争

  C-Book

高輪グリーン・マンション殺人事件（最決昭59.2.29／百選〔7〕）
事案：　昭和52年6月7日早朝、殺人事件を被疑事実として被告人を

任意同行後、取り調べ始めた。同日午後10時ごろ被告人は犯行
を認め一応の取調べを終えた。しかし、被告人からどこかに泊
めてもらいたい旨の申出（答申書）があったので、近くの宿泊
施設に捜査官4、5名とともに宿泊させ、1名の捜査官は被告人
の隣室に泊まり込むなどして被告人の動静を監視した。8日朝、

別件逮捕・勾留の適法
性。

要　約
甲事実について逮捕･
勾留中の被疑者に対
し、余罪たる乙事実に
ついて取り調べること
は当然に違法となるも
のではない。
　　　↓しかし
甲事実についての逮
捕・勾留を利用し、証
拠の揃わない乙事実に
ついての取調べを目的

AA

▲教材・77頁

問　題　点

厳しい時間的制約を定めた刑事訴訟法203条以

判例ナビ
本判決は、被上告人の行
動に組織的背景が存する
ことを、逮捕の必要性を
判断する独自の要素とし
ています。この点につい
ては、組織にかかわって
被疑者となれば、何時で
も逮捕の必要があること
になりかねず、結社の自
由（憲21Ⅰ）の保障の趣
旨から疑問である、との
批判があります。

による証拠収集のためには、取調べを集中して行う必要がある場合も

↓しかし
任意取調べは、任意捜査であるので、比例原則（憲法31、法197Ⅰ本文）が妥

↓そこで
任意の取調べは、事案の性質、被疑者に対する容疑の程度、被疑者の態度等諸
般の事情を勘案して、社会通念上相当と認められる方法ないし態様及び限度に
おいて、許容されるものと解すべき

↓あてはめ
確かに、容疑事実が重大で、容疑の程度も濃い
→速やかに詳細な事情及び弁解を聴取し、事案の真相に迫る必要性

↓しかし
４夜にわたり捜査官の手配した宿泊施設に泊めて、前後５日間にわたり、連日長
時間の取調べ
→自由な意思決定は困難で任意捜査としてその手段・方法が著しく不当で許容限

事案の性質、被疑者に対する容疑の程度、被疑者の態度等諸
般の事情を勘案して、社会通念上相当と認められる方法ないし態様及び限度に

４夜にわたり捜査官の手配した宿泊施設に泊めて、前後５日間にわたり、連日長

初学者が勉強に入りやすいよう
に、目次と学習の指針を設置

論点の問題の所在
を、具体的に把握す
ることが可能に

論文式試験でそのま
ま使える論証を準備

学説の対立を具体的
に記載

判例にランクをつけ、メリハ
リのある判例学習を可能に

条文を意識した学習を可能とす
るために、条文一口メモを設置

判例の重要なポイントを抜粋し
た問題点・要約で、直前期に一
気に判例を見直すことを可能に

学説からは判例をどう評価する
のか、判例の位置付けを理解す
るために判例ナビを設置

今回の改訂で大幅に加筆・修正
した箇所を明示

関連知識を素早く
チェック
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● 3　被疑者・被告人

外国人被疑者の弁護
外国人被疑者に特有な問題といえば、やは

り「言語」が第１にくるでしょう。

かつて、沖縄の強姦米兵の身柄を日本に引

き渡すかが問題になった際、アメリカは身柄引渡しの条件として弁護士や通訳

の立会いを要請し、日本側は断ったといいます。

実務上、外国人取調べの通訳は警察官によって行われています。調書なん

て、ただでさえ捜査官による「まとめ」を含んだ作文ですから、捜査官による

通訳でその言葉のもつ微妙なニュアンスを被疑者に有利な方向に解釈してくれ

るなどということは期待できません。

また、弁護人側が接見する際にも通訳の問題はつきまといます。タガログ語

くらいのメジャーな言語ならともかく、少数言語の被疑者の場合、通訳を探す

だけでも大変でしょう。

第２は法文化の違いです。たとえば、正確な統計はありませんが、おそらく

イスラム文化圏の被疑者の場合、否認する割合が日本人と比べて高いのではな

いかと思います。

一般的にみて日本は外国人に冷淡な国です。そして、刑事司法手続において

も外国人は冷遇されています。国選事件で誰も引受け手がない「滞留事件」の

外国人の名前を見る度にそう感じざるを得ません。
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● 2-3　刑事訴訟法に規定のない捜査の端緒

刑訴 Method　～ 行政警察活動と 司法警察活動

警察活動は、行政警察活動と司法警察活動とに大別されます。すなわち、行

政警察活動とは、個人の生命等の保護、犯罪の予防・鎮圧、公安の維持という、

行政目的を達成するための警察活動のことをいい、司法警察活動とは、犯罪の

証拠の収集・被疑者の身柄保全等を目的とする警察活動のことをいいます。

かかる定義からもわかりますように、前者は犯罪を未然に防ぐものゆえ治

安の維持自体が直接の目的となっているのに対し、後者の直接の目的は刑罰

権の実現にあり、両者は目的を異にします。

しかし、実際上、犯罪探知にかかわる行政警察活動(職務質問等)は、直

ちに司法警察活動(捜査)に連動するので、行政警察活動であるにもかかわ

らず、司法警察活動がなされるおそれが生じます。

そして、司法警察活動は主として刑事訴訟法による一元的規律に服します

が、行政警察活動には、これを規律する刑訴法のような体系的な法はありま

せん。なぜなら、行政警察の対応すべき事態は千差万別のため、一元的規律

になじまないからです。それゆえ、行政警察活動が、刑事訴訟法の潜脱手段

としてなされたり、行政警察活動を名目として司法警察活動がなされ、結果

として個人の自由等私生活の安全が不当におびやかされます。

そこで、｢行政｣ 警察活動であったとしても、司法警察活動に関する諸原

則が全く適用されないと考えるのは妥当でなく、行政警察活動にも適正手続

の趣旨(憲31)を及ぼしていくべきです。その具体的基準としては、任意捜

査における適正捜査基準がほぼ準用され、警察活動の必要性・緊急性・相当

性の要件が、それぞれの場合に応じて検討される必要があるでしょう。

いずれにせよ、有効かつ適正な行政警察活動の在り方は、刑事訴訟法にと

って今後検討すべき事項であると思われます。

【行政警察活動と司法警察活動の関係】A

行政警察活動（警職法）

司法警察活動（刑訴法）

①　 職務質問（警職2Ⅰ）
② 　任意同行（警職2Ⅱ）
③ 　精神錯乱者・泥酔者の保護（警職3Ⅰ①）
④ 　迷子・病人負傷者の保護（警職3Ⅰ②）等

＊ 行政警察活動は何時でも司法警察活動に移行し得る

二　有形力の行使 の限度

警察官は、警職法２条１項に基づき不審者を「停止させて」職務質問をするこ
とができる。では、職務質問のために、有形力を用いて停止させることは適法で
あろうか。「停止させて」の意義が問題となる。
たとえば、酒気帯び運転の疑いがあったので、警察官が職務質問をするため

に、自動車の窓から手を差し入れエンジンキーを回転してスイッチを切った行為
が、「停止させて」の範囲に含まれるかという形で争われる

▲田口・61頁
田宮・57頁
光藤Ⅰ・５頁
三井⑴・95頁
松尾上・42頁
安冨・演習捜査・11頁

○職務質問のために対象
者を停止させる行為の
限界（判例・主要な学
説）

行政目的を達成するための警察活動のことをいい、司法警察活動とは、犯罪の

証拠の収集・被疑者の身柄保全等を目的とする警察活動のことをいいます。

かかる定義からもわかりますように、前者は犯罪を未然に防ぐものゆえ治

安の維持自体が直接の目的となっているのに対し、後者の直接の目的は刑罰

権の実現にあり、両者は目的を異にします。

しかし、実際上、犯罪探知にかかわる行政警察活動(職務質問等)は、直

ちに司法警察活動(捜査)に連動するので、行政警察活動であるにもかかわ

らず、司法警察活動がなされるおそれが生じます。

そして、司法警察活動は主として刑事訴訟法による一元的規律に服します

が、行政警察活動には、これを規律する刑訴法のような体系的な法はありま

せん。なぜなら、行政警察の対応すべき事態は千差万別のため、一元的規律

になじまないからです。それゆえ、行政警察活動が、刑事訴訟法の潜脱手段

としてなされたり、行政警察活動を名目として司法警察活動がなされ、結果

として個人の自由等私生活の安全が不当におびやかされます。

そこで、｢行政｣ 警察活動であったとしても、司法警察活動に関する諸原

則が全く適用されないと考えるのは妥当でなく、行政警察活動にも適正手続

の趣旨(憲31)を及ぼしていくべきです。その具体的基準としては、任意捜

査における適正捜査基準がほぼ準用され、警察活動の必要性・緊急性・相当
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●制度のまとめ講座

制 度 の ま と め 講 座
日本語の通じない外国人被疑者・被告人に対する、刑事手続上
の取扱いについて、その権利保障という視点から説明せよ。

【一行ガイダンス】
１　一行問題においては、視点を示すことが重要です。そして、その視点
に従って分類すれば、おのずとまとまった答案になります。

２　本問では、問題文においてすでに視点が示されています。そこで、「権
利保障」という観点から刑事手続上問題となる事柄を挙げていけば、十
分でしょう。その際、刑事手続の流れに乗って論じることができれば、
明快な答案になることと思われます。

答案構成

一　適正手続の要請（憲31）
→日本語の通じない外国人被疑者・被告人に対する権利保障必要

→具体的には、「告知・聴聞の機会」保障

二　捜査段階
１　逮捕状の呈示（201 Ⅰ）
呈示の趣旨：�逮捕が被疑事実を明示する令状に基づくことを被疑者

に告知し、被疑者の防御権を十全ならしめる

↓そこで

日本語の通じない外国人被疑者に対しては理解できる言語により、被

疑者が被疑事実の概要を知り得る程度に告知すべき

２　弁護人選任権の告知等（203 〜 205）、黙秘権の告知（198 Ⅱ）
→被疑者が理解できる言語でなされるべき

三　公訴提起段階〜起訴状送達
起訴状送達（271Ⅰ）に翻訳文の添付が必要か

１　反対説：必要説
∵　271条1項の趣旨は憲法31条を受けて被告人に公訴事実及び罰
条を知らせ、防御の準備の機会を与えることにある

↓しかし、

①　訳文を起訴状送達に際して添付することを定めた規定はなく、

裁判所法74条は裁判所の用語を日本語と定めている

②　公判手続全体を通じて被告人が訴追事実を明確に告げられ、こ

れに対する防御の機会を十分に与えられていると認められる限り、

憲法31条の適正手続の趣旨は達成される

２　自説：翻訳文の添付を 271 条 1項は要請していない
四　公判段階〜公判廷における通訳
「国語に通じない者に陳述をさせる場合」に通訳を義務づける175条、

「国語でない文字」については翻訳させることができる177条を、被告人

の権利保障のため活用すべき
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論文式試験
の過去問を解いてみよう

［問題点］
１　弁護人の地位

２　捜査段階

３　公判段階

４　上訴段階

［フローチャート］

弁護人の地位 

捜査段階 

身柄解放手段を
講じる 

接見交通権を行
使して訴訟準備 

証拠収集活動 

弁護人の真実義
務 

上訴（355）・裁
判の不当性を争
う 

保護者として攻
撃防御を尽くす 

身柄解放手段を
講じる・保釈 

証拠調べ段階 

弁護人の真実義務 

意見陳述（最終
弁論段階） 

公判段階 上訴段階 

刑事手続における弁護人の役割について述べよ。

旧司平成８年度第１問

【行政警察活動と司法警察活動の関係】

行政警察活動（警職法）

司法警察活動（刑訴法）

①　 職務質問（警職2Ⅰ）
② 　任意同行（警職2Ⅱ）
③ 　精神錯乱者・泥酔者の保護（警職3Ⅰ①）
④ 　迷子・病人負傷者の保護（警職3Ⅰ②）等

＊ 行政警察活動は何時でも司法警察活動に移行し得る

制 度 の ま と め 講 座制 度 の ま と め 講 座制 度 の ま と め 講 座制 度 の ま と め 講 座制 度 の ま と め 講 座制 度 の ま と め 講 座制 度 の ま と め 講 座
日本語の通じない外国人被疑者・被告人に対する、刑事手続上
の取扱いについて、その権利保障という視点から説明せよ。

【一行ガイダンス】
１　一行問題においては、視点を示すことが重要です。そして、その視点
に従って分類すれば、おのずとまとまった答案になります。

２　本問では、問題文においてすでに視点が示されています。そこで、「権
利保障」という観点から刑事手続上問題となる事柄を挙げていけば、十
分でしょう。その際、刑事手続の流れに乗って論じることができれば、
明快な答案になることと思われます。

▲田口・61頁
田宮・57頁
光藤Ⅰ・５頁
三井⑴・95頁
松尾上・42頁
安冨・演習捜査・11頁

○職務質問のために対象
者を停止させる行為の
限界（判例・主要な学
説）

身柄解放手段を
講じる 

接見交通権を行
使して訴訟準備 

証拠収集活動 

弁護人の真実義
務 

上訴（355）
判の不当性を争
う 

保護者として攻
撃防御を尽くす 

身柄解放手段を
講じる・保釈 

証拠調べ段階 

弁護人の真実義務 

公判段階 上訴段階 

外国人被疑者の弁護
外国人被疑者に特有な問題といえば、やは

り「言語」が第１にくるでしょう。

かつて、沖縄の強姦米兵の身柄を日本に引

き渡すかが問題になった際、アメリカは身柄引渡しの条件として弁護士や通訳

の立会いを要請し、日本側は断ったといいます。

実務上、外国人取調べの通訳は警察官によって行われています。調書なん

て、ただでさえ捜査官による「まとめ」を含んだ作文ですから、捜査官による

通訳でその言葉のもつ微妙なニュアンスを被疑者に有利な方向に解釈してくれ

るなどということは期待できません。

また、弁護人側が接見する際にも通訳の問題はつきまといます。タガログ語

くらいのメジャーな言語ならともかく、少数言語の被疑者の場合、通訳を探す

だけでも大変でしょう。

第２は法文化の違いです。たとえば、正確な統計はありませんが、おそらく

イスラム文化圏の被疑者の場合、否認する割合が日本人と比べて高いのではな

一般的にみて日本は外国人に冷淡な国です。そして、刑事司法手続において

本書をお使いいただくにあたって

各款ごとに重要
度をＡＡ～Ｂラ
ンクで表示。
基本書の参照先
を明確に

図表を豊富に使い、
刑事訴訟法の理解を
補助

制度のまとめ講座で
横断的な知識をチェ
ック

刑訴Methodにより、受験生
一般が理解しにくい事項を明快
に説明

刑事手続の把握に役立つ、実務
に関する話をコラムとして掲載

章末に短答式・論文式
試験の過去問を記載。
詳細なフローチャート
により完全解説
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C-Bookで受ける「公務員試験」

公務員試験を目指すみなさんへ

１　公務員試験の概要
公務員は地方公務員と国家公務員に大別されます。国家公務員は、中央官庁やその出
先などの国家機関の職員です。専門職として裁判所事務官、国税専門官などがあります。
地方公務員は、県庁、市役所、区役所などの職員です。試験区分は、受験資格によって、
大学院修了程度の人を対象とした院卒程度試験（総合職、上級）、大学卒業程度の人を対
象とした大卒程度試験（一般職、中級）、高校卒業程度の人を対象とした高卒程度試験（一
般職、初級）に分かれています。これらのうち刑事訴訟法（以下刑訴法と略す）は、裁判
所職員総合職試験（以下総合職と略す）でのみ出題されます。

２　試験内容紹介
総合職では、１次試験として教養科目と専門科目に関する「択一式試験」が実施され、
二次試験として教養の「論文式試験」と専門科目の「記述式試験」さらに「政策論文試験」
が実施されます。更に二次試験と三次試験には人柄などについての個別面接、三次試験に
は集団討論があります。裁判所職員の試験は「最終合格」イコール採用であるという点が
同じ国家公務員試験である国家公務員総合職、一般職の試験と異なる点です。刑訴法は、
二次の専門記述式試験の選択科目でのみ出題されています。一応民事訴訟法を選択する
こともできるのですが、問題が難しいので、刑訴法を選択するのが普通です。

３　総合職試験における C-Book の活用法

●　記述式試験対策

総合職の刑訴法の記述式試験は基本的に公訴以降（本書Ⅱ）から出題されます。以
前は一行問題がよく出題されたのですが最近は事例問題の出題が続いています。しかも、
訴因、伝聞証拠、自白など同じような分野からの出題が繰り返しなされるので、過去の
問題の検討が必須です。本書は、一行問題にも事例問題にも十分対応できる内容となっ
ています。一行問題対策としては、特に総合職の受験生に配慮して、「制度のまとめ講
座」というコーナーを設けました。また、事例問題対策としては、「問題の所在」として
具体的事例を掲げ、「考え方のすじ道」でその分析の方法を示して、事例問題の解決能
力の養成を可能としました。

４　公務員試験情報収集のために
上記で公務員試験概要、本書の利用法について簡単に紹介しましたが、公務員にはさま

ざまな種類・試験があります。弊社の公務員サイトでは公務員試験ガイドや公務員試験に
役立つさまざまな情報を提供しております。ぜひ、ご覧下さい。

ＬＥＣ公務員サイト　http://www.lec-jp.com/koumuin/



予備試験を目指すみなさんへ
予備試験は法科大学院修了と同等の認定をすることを目的としています。そして、予備
試験に合格し、しかも、その後に控えている司法試験に合格するためには法科大学院での
教育課程を修了したレベルに到達することが必要です。
ただ、従来、法科大学院では学者、実務家教員により、様々な指導が行われており、「法
科大学院を修了した」ということがどのようなレベルを指すか不明瞭でした。
しかし、2009年12月24日（2010年1月26日更新）、法科大学院コア・カリキュラムの
第１次モデル案が、そして、2010年3月29日に第２次案が、文部科学省の推進する高度
専門職業人養成教育推進プログラム法科大学院コア・カリキュラム調査研究グループより、
公表され、法科大学院教育が達成すべき共通の到達目標をうかがい知ることができるよう
になりました。
そこで、「法律をみなさんにわかりやすくお伝えする」C-Bookもこれに応える内容とす

るべく、コア・カリキュラムに示されたテーマの記載を充実させております。
側注、対照表を活用し、予備試験、司法試験の合格を勝ち取ってください。

法科大学院を目指すみなさん、法科大学院在学中のみなさんへ
次頁に掲載した対照表は、法科大学院教育が達成すべき到達目標のミニマムスタンダー

ドとして発表された法科大学院コア・カリキュラム第２次案とC-Bookの記載とを対応さ
せたものです。法科大学院既修者入試も、法科大学院の教育もこの到達目標に掲げられ
た各論点の趣旨や要件の基本的な理解を前提に、具体的事案に対しあてはめをする能力
が求められる内容となっていますが、C-Bookの該当箇所を理解すれば十分に対応するこ
とが可能です。学習の指針としてこの対照表を活用してください。

ＬＥＣ法科大学院サイト http://www.lec-jp.com/houka/
ＬＥＣ司法試験サイト http://www.lec-jp.com/shinshihou/

ＬＥＣ予備試験サイト　　http://www.lec-jp.com/yobi_shiken/

C-Bookで学ぶ「予備試験」「法科大学院」



第１編　捜査
第１章　任意捜査と強制捜査
第１節　強制処分法定主義
○「強制処分法定主義」の法文上の根拠・その意義・趣旨
○「強制処分法定主義」と「令状主義」との関係・異同

第２節　任意捜査と強制捜査の区別及びそれぞれの適法性の判断
2-1任意捜査と強制捜査の区別
○任意捜査と強制捜査との区別の基準について（判例・学説）
○有形力の行使を伴う捜査手段と、それを伴わない捜査手段（例
えば、写真撮影）それぞれにつき、上記の基準がどのように適
用されるのか

2-2強制捜査の適法性の判断
○強制処分とされた捜査手段について、その適法性の判断

2-3任意捜査の適法性の判断
○任意処分とされた捜査手段について、その適法性判断の判例の
枠組み
○有形力の行使を伴う捜査手段と、それを伴わない捜査手段それ
ぞれにつき、基準がどのように適用されるのか

第２章　捜査の端緒
第１節　意義と種類
○捜査の端緒の意義と種類

第２節　告訴・告発
○告訴・告発の意義、主体、期間、効果

第３節　職務質問
○職務質問の法的根拠と法的性格
○職務質問の要件
○職務質問のために対象者を停止させる行為の限界（判例・主要
な学説）
○職務質問のための任意同行の限界（判例・主要な学説）

第４節　所持品検査
○所持品検査の法的根拠と法的性格
○所持品検査の限界（判例・主要な学説）

第５節　自動車検問
○自動車検問の種類、それぞれの法的根拠及び法的性格
○自動車検問の際にとりうる措置（判例・主要な学説）

第３章　被疑者の身体拘束
第１節　身柄拘束処分と令状主義
○身体拘束処分に対する令状主義の原則の趣旨
○現行犯逮捕が無令状で許される趣旨
○緊急逮捕制度の合憲性についての主要な学説

第２節　逮捕
2-1逮捕の種類
○逮捕の種類とそれぞれの異同

2-2通常逮捕
○通常逮捕の要件と手続

2-3現行犯逮捕
○現行犯及び準現行犯の意義
○現行犯逮捕の要件

2-4緊急逮捕
○緊急逮捕の要件と手続

2-5逮捕後の手続
○被疑者が逮捕された後の手続の流れ（被疑事実の要旨の告知、
弁護人選任権の告知、弁解録取、留置の必要性の判断、国選弁
護人選任に関する教示、身柄送致手続、拘束制限時間等）

第３節　勾留

第３編　第３章　３ - １ - ２　二
第３編　第３章　３ - １ - ２　二

第３編　第３章　３ - １ - ２　一

第３編　第３章　３ - １ - ２　二

第３編　第３章　３ - ２ - １　二

第３編　第３章　３ - ２ - １　二

第３編　第２章　２ - １　一

第３編　第２章　２ - ２ - ２

第３編　第２章　２ - ３ - １　一
第３編　第２章　２ - ３ - １
第３編　第２章　２ - ３ - １　二

第３編　第３章　３ - ２ - ２　一２

第３編　第２章　２ - ３ - ２　一２
第３編　第２章　２ - ３ - ２　二

第３編　第２章　２ - ３ - ３　一
第３編　第２章　２ - ３ - ３　二

第３編　第４章　１ - １　三
第３編　第４章　１ - ２ - ３　一２
第３編　第４章　１ - ２ - ４　二
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第３編　第４章　１ - ２ - ３　二

第３編　第４章　１ - ２ - ４　三

法科大学院コア・カリキュラムの対照表



3-1実体的要件
○勾留の実体的要件（勾留の理由と必要性）

3-2勾留の手続
○勾留の手続（勾留質問、勾留請求権者、勾留状、勾留請求の時
間制限等）

3-3勾留の期間
○勾留期間とその延長

3-4勾留の場所
○被疑者勾留の場所（「刑事収容施設関連法規」も含む）

3-5勾留に対する不服申立等
○取消請求、準抗告、勾留理由開示請求、被勾留者の権利

3-6被告人の勾留
○被疑者の勾留・被告人の勾留の異同

第４節　逮捕・勾留に関する諸問題
4-1逮捕前置主義
○逮捕前置主義の条文上の根拠
○逮捕後に被疑事実が変動した場合の処理
○逮捕手続に違法があった場合の、引き続く勾留請求の可否及び
勾留の効力

4-2身柄拘束処分の効力が及ぶ範囲
○事件単位原則の意義と趣旨

4-3一罪一逮捕一勾留の原則
○一罪一逮捕一勾留の原則の意義
○一罪一逮捕一勾留の原則の例外

4-4別件逮捕・勾留と余罪の取調べ
○別件逮捕・勾留の意味と問題点
○別件逮捕・勾留の問題と身柄拘束中の余罪取調べの可否の問題
との関係
○違法な別件逮捕・勾留又は違法な余罪取調べがあった場合の法
的効果

第４章　供述証拠の収集・保全
第１節　被疑者の取調べ
1-1取調べの手続
○被疑者取調べの根拠と法的規制の方法（証拠法に関わるものを
含む）
○供述拒否権の条文上の根拠、意義、供述を拒否できる事項及び
その告知の趣旨
○供述録取書の作成手続
○取調べの適正を確保するための方策（取調べ状況報告書の作成、
取調べに関する監督の強化、取調べの録音・録画の実施等）

1-2任意同行
○任意同行の限界とその判例

1-3任意出頭・同行後の取調べ
○任意出頭・同行後の取調べの限界（判例・主要な学説）

1-4逮捕・勾留中の取調べ
1-4-1取調べ受忍義務の有無
○取調べ受忍義務の肯定説・否定説それぞれの根拠

1-4-2余罪取調べの限界
○余罪取調べの限界（主要な学説）

第２節　参考人の取調べ
○被疑者以外の者に対する取調べの手続
○被疑者以外の者に対する第一回公判期日前の証人尋問の要件・
手続

第５章　捜索・押収
第１節　意義
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○「押収」が持つ複数の意味
○領置

第２節　捜索・押収と令状主義
○令状主義の意味と憲法35条
○憲法上及び刑訴法上、捜索・押収が無令状で許される場合とそ
の実質的根拠

第３節　捜索・差押えの対象
○捜索すべき場所及び捜索の目的物
○差押えの対象

第４節　令状による捜索・差押え
4-1実体的要件
○捜索と差押えの実体的要件（理由と必要性）
○報道機関に対する捜索・差押えの要件（判例の立場）

4-2捜索差押令状
○捜索差押令状の請求手続
○捜索差押令状において、捜索場所と差押目的物の特定が要求さ
れている趣旨
○捜索場所の特定
○差押目的物の特定（判例の立場）

4-3捜索・差押えの実施
○捜索・差押えを実施する際の手続
○捜索・差押えの実施にあたって、令状の事前呈示が要求される
趣旨と、その例外が認められる根拠（判例・主要な学説）
○捜索・差押えの実施に「必要な処分」の内容

4-4捜索・差押えの範囲
○場所に対する捜索差押令状で、そこにいる人の身体及び所持品
を捜索することが、いかなる根拠により、どの範囲で許される
か
○令状記載の差押目的物に該当するか否かがいかなる基準に
よって判断されるのか
○電磁的記録媒体を対象として捜索・差押えを行う場合に生じう
る問題（記録内容を確認することなく行う差押えの可否など）

第５節　令状によらない捜索・差押え
5-1逮捕に伴う捜索・差押えの実質的根拠
○逮捕に伴う捜索・差押えが無令状で許される理由についての主
要な学説

5-2逮捕に伴う捜索・差押えの対象物
○逮捕に伴う捜索・差押えの対象物

5-3逮捕に伴う捜索・差押えの範囲
○「逮捕の現場」での捜索の対象となる場所の範囲（判例・主要
な学説）
○被逮捕者の身体・所持品の捜索を実施できる場所（判例・主要
な学説）
○逮捕に伴う捜索・差押えが許される時間的範囲（判例・主要な
学説）

第６章　検証・鑑定・体液の採取
第１節　検証
1-1意義
○検証の意義及び実況見分との差異

1-2身体検査
○身体検査に関する特別な規律の内容とその根拠
○身体の捜索と身体検査の差異

第２節　鑑定
○鑑定の意義・処分
○裁判所が命じる鑑定と捜査機関の嘱託による鑑定の手続上の差
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異
第３節　体液の採取
3-1強制採尿
3-1-1許容性
○強制採尿の許容性（判例・学説）

3-1-2実体的要件
○強制採尿が認められる実体的要件

3-1-3令状の形式
○強制採尿のための令状の形式（判例・主要な学説）

3-1-4採尿のための連行
○強制採尿のための連行（判例・主要な学説）

3-3強制採血
○強制採血に必要な令状・強制採尿との異同

第７章　その他の捜査手段
第１節　写真撮影・ビデオ撮影
○捜査手段としての写真の法的性質（任意手段か強制手段か）及
び要件（判例・主要な学説）
○捜査手段としてのビデオ撮影の法的性質（任意手段か強制手段
か）及び要件（判例・主要な学説）

第２節　通信・会話の傍受
2-1通信・会話の傍受の合憲性
○通信・会話の傍受の合憲性（判例・主要な学説）

2-2通信・会話の傍受の法的性質
○通信・会話の傍受の法的性質（判例・主要な学説）

2-3通信傍受法
○通信傍受法の法的規律の趣旨・目的と令状主義及び強制処分法
定主義の意義との関係

第３節　会話の一方当事者による秘密録音
○会話の一方当事者による秘密録音の法的性質及び要件（主要な
学説）

第４節　おとり捜査
○おとり捜査の意義（判例・主要な学説）
○おとり捜査の適否の判断基準（主要な学説）
○違法なおとり捜査の訴訟法上の効果（主要な学説）

第８章　被疑者の権利
第１節　黙秘権（自己負罪拒否特権）
1-1権利保障の趣旨
○黙秘権の条文上の根拠と保障の趣旨

1-2権利保障の対象
○黙秘権の及ぶ事項（自己に不利益な事実の意義）と被疑者（被
告人）の供述拒否権との相違
○刑事手続以外の手続における黙秘権の保障の有無
○黙秘権の及ぶ行為（「供述」の意義、「供述」以外の行為等の取
扱い）

1-3権利保障の効果
○権利保障の効果（供述義務賦課の禁止、権利を侵害して得られ
た証拠の利用禁止、不利益推認の禁止等）

1-4刑事免責
○刑事免責制度の意義及び同制度と憲法との関係と判例

第２節　弁護人の援助を受ける権利
2-1弁護人の選任
○弁護人選任権の憲法上及び刑事訴訟法上の根拠

2-2被疑者国選弁護
○被疑者国選弁護制度の仕組み（要件及び手続）

2-3接見交通権
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2-3-1意義
○接見交通権の刑事訴訟法上の根拠、内容、保障の趣旨、憲法上
の権利との関係、判例

2-3-2接見指定
2-3-2-1接見指定の要件
○接見指定の要件
○「捜査のため必要があるとき」（39条３項）の意義（判例・主
要な学説）

2-3-2-2接見指定のための措置
○弁護人からの接見の申出に対し接見指定をする場合の捜査機関
の採るべき措置・判例
○初回接見に対して接見指定をするに当たり、捜査機関が考慮す
べき事項・判例

2-3-2-3接見指定の合憲性
○39条３項の合憲性についての判例における考慮要因

2-3-2-4起訴後の余罪捜査と接見指定
○同一人について被告事件の勾留とその余罪である被疑事件の逮
捕、勾留とが競合している場合における、余罪捜査の必要を理
由とする接見指定の可否についての判例

2-3-3弁護人以外の者との接見交通
○弁護人以外の者との接見交通権と弁護人との接見交通権との相
違（立会人の有無、接見禁止の可否）

第３節　証拠保全
○証拠保全の意義、要件及び手続

第９章　違法捜査に対する救済
第１節　総説
○違法捜査に対して、刑事手続の内外で講じることのできる措置

第２節　準抗告
○準抗告の意義・対象となる処分

第10章　捜査の終結
第１節　警察における捜査の終結
○警察における捜査が一応完了した場合の措置（検察官への事件
送致）
○事件送致に関する例外的取扱い（微罪処分としての不送致等）

第２節　起訴後の捜査
○被告人の取調べの可否（判例・主要な学説）
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1第 編

総　　  説

　刑事訴訟法は、実体法たる刑法を実現する手続法であ
り、また、憲法の規定する人権保障を実現するための法で
もあります。これから刑事訴訟法を学ぶにあたって、刑事
訴訟法とはどのような特徴を持った法なのか、押さえてお
くことが重要です。
　まず最初は、刑事訴訟法の意義として、冒頭に述べた刑
法・憲法との関係を具体的にみていきます。次に、刑事訴
訟法の目的について学びます。これは、以後のあらゆる議
論の基礎となります。さらに、刑事手続の流れについて概
観します。刑事訴訟法は大きく捜査と公判に分かれること
が、民事訴訟法とは異なる特徴です。

1 刑事訴訟法の意義

2 刑事訴訟法の目的

3 刑事手続の流れ
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目　次

一　意義
二　刑法と刑事訴訟法
三　憲法と刑事訴訟法

学習の指針

刑事訴訟法の意義は、手続法である刑事訴訟法を理解するうえで大

切なところです。もっとも、試験における出題可能性は低いので、一

読しておけば十分でしょう。

一　意義
刑事訴訟法とは、刑法を実現するための手続を定めた法律、あるいは、

刑罰権の具体的実現を目的とする手続に関する法律をいう。
犯罪を原因とし刑罰を科せられるべき事件のことを刑事事件という。
民事上の紛争は当事者の間の話合いで決着をつけることもできるが（私
的自治の原則）、刑事事件については、真実の発見と個人の人権を保障
することが要請されるので、必ず刑事訴訟法に従って事件を解決するこ
とが必要である（憲31）。こうして、刑事訴訟法は、刑法と並んで、刑罰
法律関係を形成するための不可分かつ必然的な一部といえる。

【刑法と刑事訴訟法の関係】

刑法 刑事訴訟法 刑罰権の具体的実現

B

二　刑法と刑事訴訟法
犯罪と刑罰を規定する刑法は、刑事訴訟法によって実現される（憲
31）。その意味で、刑法と刑事訴訟法は一体の関係である。
また、刑事訴訟法を刑罰法律関係を形成するための不可分かつ必然的
な一部と考えることは、刑法は刑事訴訟の手続に依拠しなければ実現し
得ない、犯罪が起きても犯人を直ちに処罰し得ない、ということを意味
する。これは「手続なければ実体なし」といわれる。
かつては、刑法は犯罪の成立要件とその効果を規定・宣言するので実
体刑法、訴訟法はその規範内容を実現する施行手続を司る部分なので、
形式刑法と呼ばれた。そして、訴訟法は刑法の形式的部分、さもなくば
せいぜいその「助法」にすぎないと考えられてきたのである（実体法重
視思想）。

▲田宮・１頁
田口・１頁

▲田宮・１頁
田口・２頁

刑事訴訟法の意義1
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しかし、今日では、上述のとおり、「刑法は訴訟法あってのもの」とい
える。それゆえ、刑事訴訟法は刑法から独立の意義をもった法律と解さ
れ、手続自体のもつ価値が重視されるに至っている（手続法重視思想）。
したがって、手続法固有の規範によって、実体法規範が変容を受ける
場合がある。

ex.　①�　証拠収集手続に違法があれば、証拠としての許容性が認めら
れず、証拠は法廷から排除され、その結果、犯罪を証明する証
拠が不存在となって無罪となる場合がある　⇒Ⅱ・305p以下

　　②　手続的理由から実体法にはない刑が言い渡される場合がある
　　　　→�被告人が控訴した事件については原判決の刑より重い刑を

言い渡すことはできないという不利益変更禁止の原則
（402）の結果、たとえば原判決が窃盗を認定して懲役１年
を言い渡した場合に、控訴審が強盗を認定しても１年を超
える刑の言渡しはできない

三　憲法と刑事訴訟法
日本国憲法は、他に例をみないほどの詳細な刑事手続上の人権規定を
もっている。そして、それは旧憲法のような法律の留保を排した、憲法
自体の基本法的要求である。さらに、それは裁判所の違憲審査制に支え
られている。これらの理由等により、刑事訴訟法は、最高法規たる憲法
規範に従って解釈・運用される必要がある。この意味で憲法と刑事訴訟
法とは一体であるといえる。
また、憲法上の要請である人権保障を重視した刑事訴訟法は「 憲法的

刑事訴訟法」とも呼ばれている。

�

【憲法と刑事訴訟法の関係】

憲法

一体

刑事訴訟法

B
▲田宮・４頁

田口・３頁
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刑事訴訟法の目的2
１条【刑事訴訟法の目的】

この法律は、刑事事件につき、公共の福祉の維持と個人の基本的
人権の保障とを全うしつつ、事案の真相を明らかにし、刑罰法令を
適正且つ迅速に適用実現することを目的とする。

目　次

一　はじめに
二　実体的真実の意義
三　人権の保障
四　適正手続

学習の指針

刑事訴訟法の目的は、刑事訴訟法全体を貫く原理ですから、しっか

り理解しておく必要があります。実体的真実主義、人権の保障、適正

手続について、おさえておきましょう。

一　はじめに
刑事訴訟法１条は、「この法律は、刑事事件につき、公共の福祉の維
持と個人の基本的人権の保障とを全うしつつ、事案の真相を明らかにし、
刑罰法令を適正且つ迅速に適用実現することを目的とする」と規定する。
すなわち、ここでは、主に①基本的人権の保障、②事案の真相の究明（実
体的真実の発見）、③刑罰法令の適用実現とが、刑事訴訟法によって実
現されるべき目的として謳われている。

�

【刑事訴訟法の目的】A

刑事訴訟法の目的

①　基本的人権の保障

②　実体的真実の発見

③　刑罰法令の適用実現

二　	実体的真実主義の意義
実体的真実主義には、�積極的実体的真実主義と�消極的実体的真実主義
がある。
まず、積極的実体的真実主義は、犯罪は必ず発見して処罰遺漏がない

ようにしようとするものである（積極的な処罰確保の理念）。
これに対して、消極的実体的真実主義とは、罪のないものを処罰する

ことがないようにしようとするものである（消極的な処罰阻止の理念）。

刑事訴訟法全体にお
いて、本条の定める
適正手続と真実発見
との調和が問題とな
る。

条文一口メモ

【旧司昭和31年度第１問】

▲田宮・３頁
田口・17頁

▲田宮・３頁
　田口・17頁
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消極的実体的真実主義によると、罪のない者が誤って処罰されるような
ことのない、人権を尊重した手続が要請される。

【積極的実体的真実主義と消極的実体的真実主義】

積極的な処罰確保の理念

消極的な処罰阻止の理念

実体面

犯罪の発生

刑法

刑の執行

手続面

ベルト・コンベヤ

刑訴

実体面

犯罪の発生

刑法

刑の執行

手続面

刑訴

障
害
物

B

三　人権の保障
捜査段階の被疑者も、公判段階の被告人も、未だ犯罪者と確定された
わけではない。「刑事上の罪に問われているすべての者は、法律に基づ
いて有罪とされるまでは無罪と推定される権利を有する」。
このような被疑者・被告人に対して、憲法31条以下は、刑事手続にお
ける人権保障規範を詳細に規定した。このことから、刑事訴訟法の重要
な目的として人権保障の実現があげられることが理解できる。
人権保障にも、①国家から不当な侵害を受けない権利を保障する消極

的な人権保障と、②自己の刑事事件に関する手続に自ら関与し、自己を
主張する権利を保障する積極的な人権保障とがある。
①の例としては、憲法の保障する令状主義（憲33、35）、弁護人依頼

権（憲34、37Ⅲ）、自己負罪拒否特権（憲38Ⅰ）などがあり、②の例と
しては、各種の情報獲得権、証人審問権（憲37Ⅱ）などがある。

【人権保障の２つの意義】

情報獲得

証人審問

無罪の推定

被疑者・被告人

不
当
に
人
権
を
侵
害
し
た
捜
査

消
極
的
人
権
保
障

積
極
的
人
権
保
障

B

▲田口・21頁
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● 2　刑事訴訟法の目的

四　	適正手続
実体的真実主義と人権保障とは、両立することが理想である。しかし、
両者が対立・矛盾する場合もある。その場合にいずれの価値を優先させ
るかが大きな問題である。
この点、人権保障を重視した手続を適正手続とするとしても、そこで
は実体的真実主義の要請も前提となっている。そうだとすれば、実体的
真実主義と人権保障との適正なバランス状態を適正手続と解すべきであ
る。
すなわち、適正手続とは、実体的真実主義と人権保障との適正なバラ

ンスがとれた手続をいう。

【刑事訴訟法の目的】A

実体的真実の発見 人権保障

適正なバランス状態

適正手続
＝

�

▲田口・22頁
田宮・３頁

ONE POINT

実体的真実主義と適
正手続を比較し、憲
法 31 条は、「適正手
続」を定めたもので
あり、したがって、
適正手続は実体的真
実主義に優先すると
いう立場もあります
（田口・22 頁以下参
照）。
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●3-1	手続を支える制度と原則　●3-2	手続のアウトライン

刑事手続の流れ3

目　次

一　訴訟の構造に関する原理
二　刑事手続の各段階における制度と原理

学習の指針

訴訟の構造に関する原理、刑事手続の各段階における制度と原理は

ともに刑事訴訟法を理解するうえで重要です。特に、当事者主義と職

権主義についてはここで正確に理解しておく必要があります。

一　訴訟の構造に関する原理

１　弾劾主義と糾問主義
弾劾主義と糾問主義は、元来、訴訟開始に関する原理とされてきた
が、今日では、刑事裁判の運営に関する原理として用いられている。

⑴　 弾劾主義
弾劾主義とは、訴追者により訴追されることにより手続が開始さ

れ、訴追者が主張・立証の責任を負い、被告人は訴追者に協力する義
務を負わない方式をいう。
わが国の刑事訴訟法は、国家訴追主義（247）を採用していること、
また、歴史的経緯から弾劾主義の訴訟構造を採用していると解されて
いる。

⑵　 糾問主義
糾問主義とは、犯罪の真相解明にあたる者（糾問官）が手続きを開

始し、訴訟関係者に真相解明に必要な証拠の提供を法的に義務づけ
る方式をいう。

【憲法と刑事訴訟法の関係】

糾問主義

裁判所

被糾問者

裁判所

弾劾主義

訴追者 被告人

B

3-1 手続を支える制度と原則

【旧司昭和51年度第１問】

▲田口・28頁
田宮・233頁
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● 3　刑事手続の流れ

２　当事者主義と職権主義

弾劾主義をとれば、検察官と被告人と裁判所という３つの主体による３面的訴
訟構造が実現し、被告人も一方の訴訟主体となる。では、弾劾主義の訴訟構造の
もとで、現行法上訴訟進行の責任は誰が負うであろうか。

現行法は、いわゆる起訴状一本主義を採用（256Ⅵ）
→捜査と公判との連続性は切断され、裁判所は白紙の状態で公判に臨むことにな
った
↓したがって

証拠調べの請求は、検察官、被告人または弁護人が行う（298Ⅰ）
↓すなわち

現行法は、当事者に主導権を認めているのであって、訴訟追行の主導権を当事者
に委ねる当事者主義を採用しているといえる

↓もっとも
現行法には、職権証拠調べ（298Ⅱ）、訴因変更命令（312Ⅱ）の規定がある

↓そこで
現行法は、原則的に訴訟追行の主導権を当事者に与える当事者主義を採用し、例
外的に当事者主義を補充するために、職権主義的な制度を採用していると解すべ
き

・当事者主義
当事者主義とは、訴訟追行の主導権を当事者に委ねる建前をいう。当事者主

義は、裁判所の役割と検察官の役割とを明確に区別することにより、訴訟の公
平さを保障するところに1つの意味がある。

現行法は、256条3項・4項・6項、298条1項、312条1項等に当事者主義
に基づく規定を置いている。
・職権主義

職権主義とは、訴訟追行の主導権を裁判所に委ねる建前をいう。職権主義
は、旧刑事訴訟法の採用していた原則であり、現行法においては、当事者主義
を補充するものとして認められているにすぎない（298Ⅱ、312Ⅱ）。

３　公判中心主義
公判中心主義とは、犯罪事実の確認は公判でなさなければならないこ

とをいう。犯罪事実の確認が公判でなされる必要があることから、捜査
はあくまでも公判への準備活動であり、裁判の中心は公判において決せ
られることになる。
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● 3-1　手続を支える制度と原則

二　刑事手続の各段階における制度と原理

１　捜査を支える制度と原則
・　令状主義（憲33、35）　⇒77p
・　強制処分法定主義（197Ⅰ但）　⇒108p以下
・　任意捜査の原則（197Ⅰ）　⇒77p、108p以下
・　捜査比例の原則　⇒77p、108p以下

２　公訴を支える制度と原則
・　起訴独占主義（247）　⇒Ⅱ・５p
・　国家訴追主義（247）　⇒Ⅱ・４p
・　起訴便宜主義（248）　⇒Ⅱ・９p

３　公判を支える制度と原則
・　起訴状一本主義（256Ⅵ）　⇒Ⅱ・45p以下
・　公判中心主義　⇒Ⅱ・124p以下
・　当事者主義　⇒Ⅱ・126p

４　上訴を支える制度と原則　⇒Ⅱ・472p以下

【刑事訴訟の構造】A

審判対象レベル

法律上の主張レベル

事実上の主張レベル

立証レベル

（1）訴因（殺人罪の成立）

（2）殺人罪の構成要件に該当し、違法性阻却事由
　及び責任阻却事由が存在しない

　　　　刑法199条に基づき訴因の存否
　　　　を判断

（3）事実（①殺害行為、②故意）

　　　　経験則・論理則（目撃証言と自白がある
　　　　以上、①②の事実の存在について高度の
　　　　蓋然性をもって推論する）に基づき事実
　　　　の存否を推認

（4）証拠（目撃証言、自白）

【刑事手続の各段階における制度と原理】A
捜査 公訴提起 公判 上訴 刑の執行

①令状主義
②強制処分法
　定主義
③任意捜査の
　原則
④捜査比例の
　原則

①起訴独占主
　義
②国家訴追主
　義
③起訴便宜主
　義

①起訴状一本
　主義
②公判中心主
　義
③当事者主義

①事後審査の
　原則

▲田宮・10頁
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● 3　刑事手続の流れ

3-2 手続のアウトライン

【刑事手続の流れ】A

事件の発生

捜査の端緒……職務質問、所持品検査、自動車検問

警察段階の捜査

検察段階の捜査

第１審公判手続

上訴手続

判決確定後の救済手続

証拠の収集・保全……検証・実況見分・
　　　　　　　　　　押収・捜索
　　　　　　　　　　被疑者の取調べ
被疑者の身柄確保……逮捕

検察官への事件送致

証拠の収集・保全……上記の捜査
　　　　　　　　　　証人尋問の請求

被疑者の身柄確保……勾留

冒頭手続……起訴状朗読、黙秘権の告知、被告事件に対する陳述

（裁判員の選任）

（公判前整理手続）

証拠調べ……厳格な証拠法則

最終弁論

判決……有罪・無罪
　　　　管轄違い・公訴棄却・免訴

……判決の確定

検察官の事件処理……不起訴・起訴猶予
　　　　　　　　　　起訴〜起訴便宜主義

司
法
機
関
の
審
査

勾留理由開示・接見交通権

……再審、非常上告
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● 3-2　手続のアウトライン

【刑事手続の流れ】A

警
察
の
段
階

第
１
回
公
判
期
日
前
手
続
の
段
階

事件の発生

捜査の端緒

捜査の実行

検察官への事件送致

被害者や第三者による通報・職務質問・聞込み・告訴・告発等

証拠の収集・保全

被疑者の身柄確保

実況見分・検証・押収・捜索・鑑定嘱託
被疑者の取調べ
　　↑
供述拒否権の告知
逮捕（通常逮捕・現行犯逮捕・緊急逮捕）
　　↑

被疑事実・弁護人選任権の告知、弁解の機会／接見交通

検
察
の
段
階

送致事件の受理

捜査の実行

捜査の終結

検察官の事件処理

証拠の収集・保全

被疑者の身柄確保

上記の捜査、証人尋問の請求

（逮捕）、勾留請求→勾留質問→勾留（釈放）

不起訴（狭義の不起訴・起訴猶予）←検察審査会・付審判請求手続

起訴（起訴状提出）

　↑
勾留理由開示
接見交通

家庭裁判所送致
公判請求、略式命令請求、即決裁判請求

裁判所の事件（起訴状）受理

事件の配転

起訴状謄本の送達及び弁護人選任に関する照会通知→国選弁護人の選任

事前準備 （公判前整理手続）

第1回公判期日の指定←被告人の召喚・保釈・訴訟関係人への期日通知

（裁判員の選任）
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● 3　刑事手続の流れ

第
１
審
公
判
手
続

上
訴
手
続

冒
頭
手
続

最
終
弁
論

人定質問（裁判長）
　　↓
起訴状朗読（検察官）
　　↓
黙秘権等の告知（裁判長）
　　↓
被告事件に対する陳述（被告人・弁護人）
　　　　　　　↓
　　↓　　（簡易公判手続）

冒頭陳述（検察官）
　　　　　↓
　　↓　被告人・弁護人の冒頭陳述

犯罪事実に関する立証（検察官）……（人証・書証・物証）
　　↓
犯罪事実に関する立（反）証（被告人・弁護人）
　　↓
被告人調書等の請求・取調べ
　　↓
情状に関する立証（検察官、被告人・弁護人）
　　↓
被告人質問
　　↓
証拠調べ終了
　　↓
論告・求刑（検察官）
　　↓
弁論（弁護人）
　　↓
最終陳述（被告人）
　　↓
　結　審
　　↓
判決宣告（有罪・無罪、管轄違い・公訴棄却・免訴）→確定

　　↓

証
拠
調
べ
手
続

控
訴
審

上
告
審

控訴申立て
　　↓
訴訟記録等の送付
　　↓
控訴趣意書の提出（謄本の送達）
　　↓
公判期日の手続
　　↓
裁判（控訴棄却、原判決破棄、公訴棄却）→確定
　　↓
上告申立て
　　↓
裁判（上告棄却、原判決破棄）→確定
　　↓
（判決の訂正）→確定

確定後救済手続
再審

非常上告

期
日
間
整
理
手
続



論証カードの活用法

論証カード

出題頻度 ★★★　　重要度　

強制処分の意義

問題提起� 　任意処分と強制処分の区別の基準として、強制処分の意義が明文なく問題となる。
自　　説� ①	　個人の明示または黙示の意思に反し、②重要な権利・利益の制約を伴う場合を強制処分

と解する。
理　　由� 　なぜなら、
� ①�　プライバシー等の無定形な権利・利益を十分に保障するために、それに対する侵害及び侵害可

能性に対し有効なコントロールを及ぼすべきで、物理力によると否とを問わず、個人の権利・
法益を侵害するものは強制処分と解すべき

� ②�　ただし現行法が定める強制処分の要件・手続の厳格さからすれば、かかる厳格な要件・手続に
より保護する必要のある権利・法益の制約を伴う場合に限定すべき

� 　だからである。

重要度　出題頻度 ★★★　　

問題提起� 　任意処分と強制処分の区別の基準として、
自　　説

理　　由� 　なぜなら、

強制処分の意義

カード化して暗記
しておく必要性

論点名

強制処分の意義
①	　個人の明示または黙示の意思に反し、②重要な権利・利益の制約を伴う場合を強制処分

� ①�　プライバシー等の無定形な権利・利益を十分に保障するために、それに対する侵害及び侵害可

能性に対し有効なコントロールを及ぼすべきで、物理力によると否とを問わず、

項目の表示により、
情報を整理

重要なキーワード
は色を使って強調

出題の可能性を
表示



出題頻度 ★★☆　　重要度　

当事者主義と職権主義

問題提起� 　弾劾主義の訴訟構造のもとで、現行法上訴訟進行の責任はだれが負うであろうか。

自　　説� 　現行法は、原則的に訴訟進行の主導権を当事者に与える当事者主義を採用し、例外的に当事者
主義を補充するために、職権主義的な制度を採用していると解すべき。

理　　由� 　なぜなら、現行法は、起訴状一本主義（256Ⅵ）のもと、当事者に主導権を認め(298Ⅰ等)、他方、
現行法には、職権証拠調べ（298Ⅱ）、訴因変更命令（312Ⅱ）の規定があるからである。

出題頻度 ★★☆　　重要度　

外国人被疑者・被告人の保護に関する問題

問題提起� 　外国人被疑者に対する、通常逮捕の際の逮捕状の呈示（201Ⅰ）、または緊急逮捕の理由の告知
（210Ⅰ）に際し、訳文の添付は必要か、明文なく問題となる。

自　　説� 　直ちに通訳を準備できない緊急逮捕の場合はともかく、通常逮捕の場合は訳文ないし通訳が準
備されるべきであると考える。

理　　由� 　なぜなら、
� ①�　201条１項の趣旨は、逮捕が被疑事実を明示する令状に基づくことを被疑者に告知する点にある
� ②�　210条１項の趣旨は、緊急逮捕が十分な理由に基づき、かつ急速を要するものであることを

告知する点にあり、かかる趣旨を実現する必要がある
� 　からである。

出題頻度 ★★☆　　重要度　

将来捜査の可否

問題提起� 　将来発生する犯罪に向けられた捜査は許されるか。規則156条１項は、「罪を犯した」と過去形
をもって規定していることから問題となる。

自　　説� 　将来発生する犯罪に向けられた捜査も許されると解する（積極説）。
理　　由� 　なぜなら、
� ①�　令状主義の趣旨は一般令状の禁止にあるが、将来の犯罪についても、経験則上、間もなく特定

の犯罪が行われると相当の確率で推認できる場合があり得るのだから、かかる趣旨との関係
では問題ないといえる

� ②�　規則156条１項との関係でも、同条項の定める令状請求の方式は通常の場合を念頭においた
もので、令状発付の要件が判断できる限りで例外を認めてもよいといえる

� 　からである。

●論証カード
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旧司法試験論文式試験

昭和24年度� 第１問�　公判審理の範囲を論ぜよ。� …………………………………… 公訴・公判

� 第２問�　控訴審の本質を論ぜよ。�……………………………………… 公訴・公判

昭和25年度� 第１問�　不告不理の原則を論述せよ。� ………………………………… 公訴・公判

� 第２問�　伝聞証拠を論述せよ。�………………………………………… 公訴・公判

昭和26年度� 第１問�　下級審の事実認定における自由心証に対して上訴審はこれをいかに控制す
ることができるか。� ……………………………………………… 公訴・公判

� 第２問�　控訴審における訴因の追加、撤回、及び変更を論ぜよ。
� � �� …………………………………………………………………… 公訴・公判

昭和27年度� 第１問�　犯罪の嫌疑によって公訴権は発生するか。�…………………… 公訴・公判

� 第２問�　公判手続更新前になされた第326条第１項の同意は、更新後もその効力を
有するか。�………………………………………………………… 公訴・公判

� 第３問　鑑定書の証拠調べはどのような方法によって行うべきか。� … 公訴・公判

� 第４問　判決確定の時期は何時か。�…………………………………… 公訴・公判

昭和28年度� 第１問�　法人が贈賄罪で起訴された場合、裁判所は、これに対し、いかなる裁判を
すべきか。�………………………………………………………… 公訴・公判

� 第２問�　自白の証明力を制限する理由。� ……………………………… 公訴・公判

� 第３問　裁判所は、いかなる場合に、無罪の判決を言い渡すべきか。　
� � �� …………………………………………………………………… 公訴・公判

� 第４問　控訴審は、第一審判決言渡後になされた被害の弁償を考慮して裁判するこ
とができるか。�…………………………………………………… 公訴・公判

昭和29年度� 第１問�　訴訟法律関係説によって訴訟の発展を説明することが出来るか。
� � �� …………………………………………………………………… 公訴・公判

� 第２問�　証言と鑑定の区別。�…………………………………………… 公訴・公判

� 第３問　訴因の変更命令の効力。�……………………………………… 公訴・公判

� 第４問　簡易公判手続と憲法第38条第3項の関係。� ………………… 公訴・公判

昭和30年度� 第１問�　親告罪につき、告訴のないまま公訴を提起した。告訴の追完が出来るか。
� � �� …………………………………………………………………… 公訴・公判

� 第２問�　厳格な証明を必要とする事実は何か。� ……………………… 公訴・公判

� 第３問　免訴の判決が確定した後同一事件につき、公訴が提起された場合、裁判所
はこれを如何に処理すべきか。　� ……………………………… 公訴・公判

� 第４問　一部上訴は如何なる場合に許されるか。�……………………… 公訴・公判

昭和31年度� 第１問�　当事者主義は実体的真実主義と矛盾するか。� ……………第１編　第２章
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司法試験論文式試験

平成18年度　刑事系第２問

　以下の事例を読んで、後記の設問１及び２に答えなさい。なお、各供述の内容は、信用できるものと
する。
【事　例】
１⑴�　Ｈ県Ｉ市内を管轄するＩ警察署は、平成１８年１月２４日午後３時、同市内にあるＡ銀行Ｂ支
店支店長Ｗからの１１０番通報を受け、直ちに警察官を現場に臨場させた結果、次の同店従業員
Ｖの供述により、強盗致傷事件の被害状況が判明した。
⑵�　Ａ銀行Ｂ支店従業員Ｖの供述要旨
　私が店内で業務をしていた午後２時５５分ごろ、突然、刺身包丁を右手に持ち、目出し帽をか
ぶり両手に白い軍手をはめた男が支店に入ってきました。その男は、カウンター前にいたお客様
のＣさんに刺身包丁を突き付け、「動くな。動くと殺すぞ。」と叫びました。店内にはほかのお客
様や支店長以下の私たち職員がいましたが、犯人は、私たちに向かって、「警察に通報したやつは
殺す。早く金を出せ。札束を用意しろ。」と大声で怒鳴りました。
　私は、日ごろＷ支店長から、「強盗に入られたら人命第一に考え、金を渡しなさい。」と言われ
ており、Ｗ支店長を見ると、「早く金を渡してやれ。」というように私にうなずいていたので、とっ
さに、自分の机の上にあった一万円札１００枚の札束１８束をカウンター越しに犯人に向かって
投げました。すると、犯人は、それを拾って、持っていた茶色のボストンバッグに入れ、すぐに
入口の方へ向かって逃げていきました。そこで私は、カウンターを飛び越え、犯人を追い掛けて
取り押さえようとしたのですが、途中で犯人に刺身包丁で左腕を刺され、ひるんだすきに逃げら
れてしまいました。その後、私は、入口から出た犯人を追ったのですが、入口のすぐ前の路上に、
上が白・下がシルバーのツートンカラーの普通乗用自動車がエンジンをかけっ放しで止まってお
り、犯人は、その運転席に乗り込むとすぐ発車して、銀行前の南北に走る県道を南方向に向かっ
て全速力で逃走しました。なお、車のナンバーは、０７０３でした。
　犯人は、車に乗り込む直前に携帯電話で話をしていました。全部は聞き取れませんでしたが、
「成功したぞ。例の場所で待っててくれ。」と言っているのは、はっきりと聞き取れました。
　犯人は、目出し帽をかぶっていたので、人相も年齢も分かりませんでした。身長はＣさんと
ちょうど同じくらいだったので、１７０センチメートルくらいで、体格は中肉中背です。また、
上着の両袖側面に３本の白線の入った紺色のジャージ上下を着ていました。

２　同日午後３時２０分ごろ、Ｉ警察署地域課のＸ巡査及びＹ警部補は、制服を着用し、パトカーに
乗車してＩ市内Ｊ公園前の道路において警ら中、本署から無線により前記強盗致傷事件の犯人を発
見せよとの指令を受け、その際、前記１の捜査結果の連絡を受けた。
　Ｘ巡査及びＹ警部補は、Ｊ公園内で犯人を捜していた同日午後３時２５分ごろ、Ａ銀行Ｂ支店か
ら南西方向に直線距離で約５キロメートル離れた同公園内に停車中の、上が白・下がシルバーのツー
トンカラーで、「Ｉ５２０ち０７０３」のナンバープレートを付けた普通乗用自動車を発見した。同
車運転席には、上着の両袖側面に３本の白線の入った紺色ジャージ上下を着用した３０歳くらいの
スポーツ刈りの男甲が乗車していた。
　Ｘ巡査及びＹ警部補が同車に近づくと、甲が運転席側窓を開けたので、Ｘ巡査は、甲に対し、運
転免許証の提示を求めたところ、甲は、「免許証は家に忘れてきた。」と言った。そこで、Ｘ巡査が、「あ



413

●論文式問題一覧

なたの住所と氏名は。」と聞いたが、甲は何も答えなかった。さらに、Ｘ巡査が、窓越しに車内を見
ると、助手席上に茶色ボストンバッグが置いてあるのが見えたことから、「その助手席のバッグはあ
なたのものですか。」と質問したところ、甲は、とたんに落ち着きをなくし、そわそわしながら、「そ
うですよ。」と言った。Ｘ巡査が、「では、ちょっと中を拝見させてもらえませんか。」と言ったところ、
甲は、「何で見せる必要なんかあるんだ。関係ないだろう。」と怒ったような口調で答え、その後も
Ｘ巡査が、再三、バッグの中を見せてくださいと要求したが、言を左右にしてこれに応じず、また、
なぜこのようなところに車を止めていたのかとの質問にも答えなかった。なお、この間、Ｙ警部補
がＩ警察署に応援を求めた結果、同日午後３時４０分ごろまでに同署から更に６名の警察官がその
場に応援に駆けつけた。
３　同日午後４時１０分ごろ、甲は、突然、助手席上にあったボストンバッグを左腕に抱えて持ち、
運転席ドアを開けて降車した。そのため、Ｘ巡査及びＹ警部補ら警察官合計４名が甲の前に立ちは
だかり、「一体どこへ行くんですか。」と聞いたところ、甲は、「おまわりに何でそんなこと言う必要
がある。」、「どけ。この野郎。」などと怒鳴り始めた。この間、Ｙ警部補は、甲の横に立ち、甲の身
長が１７０センチメートル程度であること、体格が中肉中背であることを確認した。また、Ｙ警部
補は、甲に対して、「ちょっとこのバッグを触らせてもらっていいですか。」と聞いたが、それにつ
いて甲が何も答えなかったので、甲が持っていたボストンバッグを外側から触れてみたところ、札
束と考えても矛盾しない形状の物が多数入っている感触を得た。そのため、Ｙ警部補は、甲がＡ銀
行Ｂ支店における強盗致傷事件の犯人ではないかと考え、甲に対して、「実は、さっきこの近くで銀
行強盗があったんですよ。あなたはその件について何かご存じですね。ちょっと、署までご同行願
えませんか。」と聞いたところ、甲は何も答えなかったが、Ｘ巡査は、このとき、甲の顔色が変わる
と同時にその耳が赤くなったのを確認した。その直後、甲は、Ｘ巡査とＹ警部補の間をすり抜ける
ようにして逃げようとしたので、Ｘ巡査が、甲の左腕を右手でつかんだところ、甲は、これを振り
払うや、Ｘ巡査の顔面を右手のこぶしで１発強く殴った。そこでＹ警部補は、同日午後４時２０分、
甲に対し、「お前を公務執行妨害で逮捕する。」と言って甲を制圧しようとしたが、甲は、左腕でボ
ストンバッグを抱え込むようにしながら、右腕を振り回すなどして激しく抵抗したため、さらに、
Ｘ巡査及び警察官３名も応援して、警察官合計５名で暴れる甲の体を押さえ付けて制圧し、甲を逮
捕するとともに、左腕からボストンバッグを引き離した。
　Ｘ巡査が、甲が持っていたボストンバッグをみると、施錠はされておらず、ファスナーを開ける
と、中から一万円札１００枚の札束１８束が発見された。さらに、札束の下からは、刃の部分に真
新しい血痕が付着した刺身包丁１本、携帯電話１台が発見されたほか、レポート用紙に書かれたメ
モ１枚が発見された。このほか、甲が乗っていた普通乗用自動車内を捜索したところ、助手席の下
から、目出し帽１個、白色軍手１双も発見された。そこで、Ｘ巡査は、同日午後４時３０分、前記
のとおり発見された一万円札１００枚の札束１８束、刺身包丁１本、携帯電話１台、メモ１枚及び
これらが入っていたボストンバッグ１個並びに目出し帽１個及び白色軍手１双を、逮捕に伴って差
し押さえた。
　Ｘ巡査は、甲をＩ警察署に連行して、同日午後４時５０分、甲をＩ警察署刑事課長Ｚ警部に引致
した。引致後弁解の機会を与えたところ、甲は、公務執行妨害の事実について認めた。また、同日
午後８時ごろ、甲は、公務執行妨害の事実についてＺ警部の取調べを受けた際、Ａ銀行Ｂ支店にお
ける強盗致傷事件についても自ら進んで供述を始め、銀行強盗は自分の単独犯行である旨の上申書
をＩ警察署長あてに提出した。
４　同月２６日午前１０時、甲は、公務執行妨害の事実でＫ地方検察庁に送致され、送致を受けたＫ
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地方検察庁の担当検察官Ｐは、同日、甲を勾留請求したところ、勾留状が発付され、執行された。
Ｐ検察官は、１月３１日、甲をＫ地方裁判所に公務執行妨害の事実により起訴した。

〔設問１〕　この事例の２及び３記載の捜査の適法性について、問題点を挙げ、事実を摘示して論じなさ
い。

【事例（続き）】
５　Ｉ警察署刑事課警察官らは、１月３１日までの間、Ａ銀行Ｂ支店における強盗致傷事件について
捜査したところ、次の結果を得た。
⑴　メモの記載内容
　甲から押収した前記メモの上半分には、手書きの地図の記載がある。地図上のＪ公園東出口付
近に「×」印の記載があり、その下に手書きで「乙、車の中で待ってる」の記載がある。地図に
ついては、捜査の結果、Ａ銀行Ｂ支店からＪ公園までの経路を示したものと判明した。
　メモの下半分には、手書きで「決行は、２４日閉店まぎわ」、「名前がわかる物は持って行かない」、
「車は盗んだのを使う」、「取った金は半分ずつ分ける」の記載がある。
　これらの手書き文字について筆跡鑑定を行ったところ、甲の筆跡と同一人の筆跡であること
が判明した。

⑵　その他の捜査結果
　甲から押収した前記携帯電話について、その発信履歴を捜査した結果、１月２４日午後３時１
分に、Ｉ市内Ｍ町居住の乙（女性）方に電話をしていることが判明し、乙について捜査したところ、
平成８年から約９年間、Ａ銀行Ｂ支店に勤務していたが、平成１７年２月に退職したこと、甲と
は小学校の同級生であることが判明した。
　１月２４日午後３時２０分ごろ、Ｊ公園東出口付近で、白の軽乗用自動車が停止しているのが
目撃されているが、本件当時、乙は、白の軽乗用自動車を所有していたことが判明した。
　このほか、甲から押収した前記刺身包丁付着の血痕を鑑定した結果、Ｖの血液型と一致した。

６　Ｉ警察署刑事課長Ｚ警部は、２月１日、Ｋ地方裁判所裁判官に対して、甲に対する強盗致傷被疑
事件について逮捕状を請求し、同日、その発付を受けた。甲は、Ｉ警察署内において、同日午後４
時３０分、前記逮捕状により逮捕された。逮捕後、弁解の機会を与えたところ、甲は、強盗致傷の
被疑事実について認めたほか、乙との共謀についても認める供述をした。同月３日午前１０時、甲
は、乙との共謀によるＡ銀行Ｂ支店における強盗致傷の事実でＫ地方検察庁に送致され、同日から
１０日間の勾留、更に１０日間の勾留延長を経て、同月２２日、同事実により起訴された。
７　Ｉ警察署刑事課長Ｚ警部は、その後、甲の供述に基づき、強盗致傷被疑事件について、乙に対す
る逮捕状及び乙方に対する捜索差押許可状を得た。Ｉ警察署警察官は、これに基づき、乙を逮捕し、
乙方を捜索した。その結果、乙方から、前記メモの記載どおりの筆圧痕の残るレポート用紙１冊が
発見されたので、Ｉ警察署警察官はこれを差し押さえた。その後、乙は、勾留を経て、甲との共謀
によるＡ銀行Ｂ支店における強盗致傷の事実により起訴されたが、この間、一切の供述を拒んだま
まであった。
８　甲は、公判においては公訴事実をすべて認め、有罪判決を受けた。
９　その後、乙は、第１回公判期日において、公訴事実について、甲との共謀を否認した。第２回公
判期日において、証人として出廷した甲は、次のとおりの供述をした。
⑴　乙との関係
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　１月２４日に私がＡ銀行Ｂ支店で行った強盗致傷は、乙と相談してやりました。
　乙と私は、小学校時代の同級生で幼なじみです。乙が昨年２月にＡ銀行Ｂ支店を辞めたとき、
乙から、Ｗ支店長に嫌われ、いじめにあって辞めさせられたと聞きました。
⑵　乙との相談について
　乙は、ひどくＷを恨んでいて、「何か仕返しをしてやりたい。」と言っており、昨年１２月ごろ
には、「Ｂ支店に強盗に入ってちょうだい。Ｗは意気地なしだから、包丁か何かで脅せば、すぐに
金を出すはずよ。」と言うので、私もだんだんその気になってきました。
　昨年１２月２４日、私が乙の家に遊びに行ったとき、また、強盗の話になりました。乙は、「会
社の給料日の多い２５日の前日には、翌日の払戻しに備えて多額の現金を準備しているはずだか
ら、２４日の閉店間際に入るといいと思う。」と言ったので、そのとき、私は、「絶対にばれないなら、
やってもいいよ。」と答えました。
⑶　メモについて
　私が公務執行妨害で逮捕されたとき、持っていたボストンバッグの中から出てきたメモは、昨
年１２月２４日に、乙の家で作成したものです。
　乙方にあったレポート用紙に、最初に乙がＢ支店からＪ公園東出口付近までの地図を書き、乙
は、「この地図のとおりに逃げて、Ｊ公園の茂みのところで車を乗り捨てて、金だけ持って、公園
の東出口まで来てちょうだい。そこで、私が車の中で待ってるから。」と言い、公園の東出口付近
に「×」印を付けました。その後、私は、乙の目の前で、「×」印のすぐ下に「乙、車の中で待ってる」
と書き入れました。地図の下に「決行は、２４日閉店まぎわ」、「名前がわかる物は持って行かない」、
「車は盗んだのを使う」、「取った金は半分ずつ分ける」と書いたのも、私です。乙から、先ほども
言ったように、「２４日の閉店間際に入るといいと思う。」とか、「あんたの名前が分かってしまう
と、すぐ私も疑われるから、自分の名前が分かるようなものは絶対に持っていっちゃだめよ。」と
か、「だから、車も自分のを使わないで、盗んだ車を使ってね。」とか言われたので、私が書き留
めたのです。「取った金は半分ずつ分ける」というのは、この日、乙が、「取った金は半分ずつ分
けるってことでどうかしら。」と言ったので、私も、「それでいいよ。」と答えたのですが、乙は金
に汚いところがあるので、後で乙が変なことを言わないように私が乙の目の前で書き留めておい
たのです。
⑷　犯行状況
　今年１月に入ってから、私は、目出し帽、白色軍手、刺身包丁を買い、インターネットで他人
名義の携帯電話も買いました。そして、私は、１月２４日昼ごろ、Ｉ市Ｎ町で白とシルバーのツー
トンカラーの普通乗用自動車を盗み、その車でＡ銀行Ｂ支店に乗り付け、同日午後３時ごろ、同
店に押し入りました。そして、私は、店内にいた客に刺身包丁を突き付け、「動くな。動くと殺す
ぞ。」と言って脅し、カウンター内にいた支店長らに、「早く金を出せ。札束を用意しろ。」と大声
で怒鳴って、現金１８００万円を奪い取り、逃げる際に私を捕まえようとした従業員Ｖの左腕を
刺身包丁で刺してけがをさせました。
　その後、私は、乙がメモに書いた地図のとおり、Ｊ公園まで逃げて来て、車を乗り捨て乙の待
つ東出口付近まで逃げようとしていたところを警察官に見つかってしまったのです。

〔設問２〕　乙に対する強盗致傷被告事件の公判において、前記メモが、共謀を立証するための証拠とし
て証拠調べ請求された場合、その証拠能力について、問題点を挙げ、事実を摘示して論じなさい。
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　次の記述を読んで、後記の設問に答えなさい。

　警察官は、甲が、平成２３年７月１日にＨ市内において、乙に対して覚せい剤１０グラムを３０万円
で譲渡したとの覚せい剤取締法違反被疑事件につき、甲宅を捜索して現金の出納及び甲の行動等に関す
る証拠を収集するため、Ｈ地方裁判所裁判官に対し、捜索差押許可状の発付を請求した。これを受けて
Ｈ地方裁判所裁判官は、罪名として「覚せい剤取締法違反」、差し押さえるべき物として「金銭出納簿、
預金通帳、日記、手帳、メモその他本件に関係ありと思料される一切の文書及び物件」とそれぞれ記載
した捜索差押許可状を発付した。

〔設　問１〕
この捜索差押許可状の罪名及び差し押さえるべき物の記載は適法か。

〔設　問２〕
　仮に、捜索差押許可状の記載が適法であったとして、警察官が、この捜索差押許可状に基づき、
甲宅を捜索した際に、「６／３０　２５０万円　丙から覚せい剤１００グラム購入」と書かれたメモ
を発見した場合、これを差し押さえることができるか。

（参照条文）覚せい剤取締法
第４１条の２第１項　覚せい剤を、みだりに、所持し、譲り渡し、又は譲り受けた者（第４２条第
５号に該当する者を除く。）は、１０年以下の懲役に処する。
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次の【事例】を読んで、後記〔設問〕に答えなさい。

【事　例】
１　警察官Ｋは、覚せい剤密売人Ａを取り調べた際、Ａが暴力団組員甲から覚せい剤の購入を持ち
掛けられたことがある旨供述したので、甲を検挙しようと考えたが、この情報及び通常の捜査方
法のみでは甲の検挙が困難であったため、Ａに捜査への協力を依頼した。Ａは、この依頼を受け
て、事前にＫから受け取ったビデオカメラをかばんに隠し、平成２４年３月１０日午前１０時頃、
喫茶店において、甲に「覚せい剤１００グラムを購入したい。」と申し込み、甲は、「１００グラ
ムなら１００万円だ。今日の午後１０時にここで待つ。」と答えた。Ａは、Ａと会話している甲の
姿及び発言内容を密かに前記ビデオカメラに録音録画し、Ｋは、Ａからその提供を受けた。
２　Ｋは、同日正午頃、Ａから提供を受けた前記ビデオカメラを疎明資料として裁判官から甲の身
体及び所持品に対する捜索差押許可状の発付を受け、甲の尾行を開始したところ、甲が同じ暴力
団に所属する組員の自宅に立ち寄った後、アタッシュケースを持って出てきたため、捜索差押許
可状に基づく捜索を行った。すると、甲の所持していたアタッシュケースの中から覚せい剤
１００グラムが入ったビニール袋が出てきたことから、Ｋは、甲を覚せい剤取締法違反で現行犯
逮捕した。

〔設　問〕
【事例】中の１記載の捜査の適法性について、問題点を挙げ、論じなさい。
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